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研究成果の概要（和文）：変化の激しい予測のつかない知識基盤社会の中で、コンピテンシーを定義し、育成
し、評価することが、経済的に競争の激しい世界のための国家戦略として教育改革をデザインする必須の領域と
なっている。本研究では、コンピテンシーをめぐる概念や教育課程改革が諸外国においてどのように展開してき
たのかを明らかにするとともに、日本においてイノベーションや創造を生み出す教育課程改革を構想するための
示唆を提示する。

研究成果の概要（英文）：In the ever changing and unpredictable knowledge-based society, defining, 
developing and assessing competencies are crucial terrain for designing educational reforms as 
national strategies for an economically competitive world.  This study shows how the concept of 
competencies as well as the competency-based-education reform movements have evolved over time 
around the world and presents implications for developing national curriculum reforms to produce 
innovation and creativity in Japan.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
⑴コンピテンシーと次期学習指導要領 

国立教育政策研究所では、日本における研

究開発学校、及び、諸外国の教育改革の動向

をもとに、次期学習指導要領のあり方につい

ての調査研究を進めている。その中で、コン

ピテンシー（資質能力）をいかに定義して、

それをどのようにして育成していくのかが

焦点の一つとなっている。日本においても、

「人間力（内閣府）」(2003)、「就職基礎能力

（厚生労働省）」(2004)、「社会人基礎力（経

済産業省）」(2006)、「学士力（文部科学省）」

(2008)など、「何を知っているか」ではなく「何

ができるのか」といった観点からの資質能力

に焦点づけられた人材育成論が主流になっ

ている。これらの動きを受けて、次期の学習

指導要領改訂においては、コンピテンシーの

育成に向けた教育課程の開発が中心的な課

題となることが予想される。 

 
⑵コンピテンシーに基づく教育改革の世界

的な潮流 

諸外国の動向をみると、コンピテンシーと

いった資質能力を定義し、それをもとに教育

改革を推進する動きが広がっている。この概

念は、1973 年の職務コンピテンシー評価法

に関する論文まで遡ることができるが、「知

識」の獲得から生きて働く「知識の活用」へ

の能力観の転換といえるものである。こうし

た新しい能力観が、キーコンピテンシーの定

義を試みた OECD のデセコ(DeSeCo)プロジ

ェクトを契機に広がりをみせており、キーコ

ンピテンシー（ＥＵ、ニュージーランド）、

キースキル（イギリス）、汎用的能力（オー

ストラリア）など、それらを基に教育改革を

デザインすることが世界的な潮流となって

いるのである。 

 
２．研究の目的 
コンピテンシーに基づく教育改革の世界

的な動向は認められるものの、コンピテンシ

ーの具体的な育成方法及び質保証のあり方

については国によって大きく異なっており、

日本の文脈に照らしてどのような制度設計

が効果的であるのかは明らかになっていな

い。そこで、本研究では、①教育課程、②評

価システム、③教育方法、④教師教育の観点

から諸外国のコンピテンシー教育改革の動

向を把握し、それらを比較検討することを通

して、次期の学習指導要領を開発する基本的

な枠組みを考察することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
本研究は、新しい学習指導要領を開発する

新たな枠組みをコンピテンシーの視点から

構築することを目的に、(1)理論研究、(2)海外

調査、(3)国内調査、(4)比較分析と研究協議、

から構成される。理論研究では、これまでの

学習指導要領の編成原理及びその課題を捉

えるとともに、内外のコンピテンシー教育改

革の文献リスト作成、研究のレビューを行う。

海外調査では、北米、欧州、オセアニア、ア

ジアにおいて、コンピテンシーと教育課程

（①教育課程、②評価システム、③教育方法、

④教師教育）、研究者・実践家からの聞き取

り、先進的な学校事例の研究を行う。さらに、

理論研究、海外調査、国内調査の結果をもと

に、比較分析と研究協議を行うことを通して、

日本における新学習指導要領を開発する枠

組みを構想する。 
 
４．研究成果 

⑴なぜ、コンピテンシーの育成が問われるよ

うになったのか？ 

コンピテンシーが問われるようになった

理由の一つには、1980 年代後半以降、変化

の激しい予測のつかない知識基盤社会とい

った社会の質的な変化が認識されるように

なり、知識の創造と活用といった経済を支え

る人的資源開発への社会的要請が急速に高

まっていったということが考えられる。知識

基盤社会では、知識の果たす役割が飛躍的に



増大し、知識をいかに創造して効果的に活用

していくのかが経済的な成功の基盤となっ

ている。そのため、経済の発展を支えるもの

として、技術革新や創造をもたらすことので

きる人的資源の重要性が認識されるように

なったのである。 

 
⑵知識基盤社会が到来する中で、求められる

能力観がどのように変遷してきたのか？ 

知識基盤社会の到来は、私たちに必要とされ

る資質・能力の考え方に大きな変容を迫るこ

とになった。リテラシーの概念に着目してみ

ると、1980 年代に読み書き能力から情報処

理能力への質的な展開がみられる。さらに、

能力観の変化は、リテラシーからコンピテン

シーへという形で理論的に展開していくこ

とになる。情報処理能力としてのリテラシー

の概念は、知識だけではなく、スキル、さら

に態度を含む人間の全体的な能力を捉える

コンピテンシーの概念へと焦点が移行して

いったのである。以上のように、読み書き能

力から情報処理能力へのリテラシー概念の

変容、さらに、リテラシー概念を拡張した人

間の全体的能力としてのコンピテンシー概

念への展開がみられるのである。 

 
⑶コンピテンシーを育成するために、諸外国

ではどのような教育改革が進んでいるの

か？ 

諸外国の教育改革の動向については、例え

ば、以下のような展開がみられる。イギリス

では、1999 年のナショナルカリキュラムと

いう早い時期から、すべての子どもを対象に

「キースキル」の育成がめざされてきた。ド

イツは 16 の州からなる連邦国家であるが、

2000 年の PISA ショックを契機に、常設各州

教育大臣会議（KMK）の合意に基づき、国

レベルで教育スタンダードが導入された。フ

ランスでは、2005 年のフィヨン法において、

EU のキーコンピテンシーを参考にした「共

通基礎」が制定され、すべての児童生徒に保

障すべき教育内容の基準が示された。フィン

ランドでは、1994 年の全国教育課程基準の

改訂という早い時期から、資質・能力を重視

した教育へと転換されている。アメリカでは、

大学や仕事に準備ができていることを示す

大学・キャリアレディネスの育成がめざされ

ている。オーストラリアは連邦制をとってい

るが、国のレベルで、「汎用的能力」を育成

するナショナルカリキュラムの開発と実施

といった歴史的な事業が進められている。ニ

ュージーランドでは、「キーコンピテンシー」

を育成するナショナルカリキュラムを実施

している。シンガポールでは、1997 年の「思

考する学校、学ぶ国家」(TSLN)の発表を契機

に、思考力を重視する教育改革が進められて

きた。韓国では、2009 年版の教育課程でグ

ローバル創意人材の育成が掲げられ、2015

年版の教育課程から「核心力量」の育成がめ

ざされている。 

 
⑷諸外国の教育改革から、どのような国際的

な動向が読み取れるか？ 

諸外国の教育改革から、次のような国際的

な動向が明らかになった。第一に、1990 年

代半ばから 2000 年代にかけて、コンピテン

シーの育成をめざしたナショナルカリキュ

ラムや教育スタンダードの策定を進めてい

る国が多い。第二に、育成がめざされる資

質・能力は、 汎用的能力、キーコンピテン

シー、キースキル、21 世紀型スキル、共通基

礎、核心力量、汎用的スキルなど、さまざま

な用語が使用されている。第三に、育成がめ

ざされる能力の構成要素を整理すると、「基

礎的リテラシー」「認知スキル」「社会スキル」

のおおむね三つに分けられる。第四に、今日

的なコンピテンシーを育成するアプローチ

については、歴史、文化、制度、置かれてい

る状況などが影響し、教育課程の編成原理、

教育評価のアプローチ、教員への支援体制な



ど、国や地域によって大きく異なっている。 

 
⑸日本の教育課程改革にどのようなことが

示唆されるのか？ 

諸外国の教育改革の国際比較から、日本の

教育課程改革のプロセスに示唆される点に

は例えば以下が挙げられる。①育みたいコン

ピテンシーを明確に定義する。（育成したい

コンピテンシーをさす用語を決定する（例え

ば、２１世紀型能力）。設定した概念の下位

の構成要素を構造的に示す（例えば、基礎力、

思考力、実践力）。②それをもとに教育スタ

ンダードをつくる。（コンピテンシーに基づ

いて明確な教育スタンダードを開発する。パ

フォーマンス・スタンダードの開発も視野に

入れる。知識の構造や大きな概念を重視する。

教科と教科横断的な領域との関係を検討す

る。スタンダードを編成するアプローチを決

める。）③スタンダードに対応した評価シス

テムをつくる。（スタンダードと評価とを厳

密にリンクさせる。コンピテンシーをいかに

評価するかについての方針をもつ。評価結果

の活用は、教育の革新を支援する方向で進め

る。）④コンピテンシーを育てる教育実践を

促す支援体制を整える。（教育の革新のため

には、教員の力量形成を図る。学校レベルの

カリキュラム開発を奨励する。） 

 
⑹コンピテンシーに基づく教育改革には、ど

のような課題が残されているのか 

コンピテンシーの育成というものが、教育

のあり方を制限し拘束してしまう危険性と

教育の営みに変革や革新をもたらす可能性

の両方の側面を合わせもっているというこ

とを十分に認識する必要がある。その上で、

人的資源開発のみを重視する教育に陥るこ

となく、全人教育の視点から、社会的な公正

や民主的な参加を尊重するグローバル市民

の育成をめざして、学びのあり方を具体的に

構想していく必要がある。これからの学びは、

主体的で協働的な探究（反省的思考）を通し

て、中心的な概念を深く学び、現実世界を生

き抜くための「真正の学力」を培っていくこ

とが期待されており、グローバル市民の育成

を可能にする学びのイノベーションをいか

に実現していくのかが大きな課題として残

されている 
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